












































 

 

 

 

3.2 - 5.11 廃棄物・発生土 

5.11 廃棄物・発生土 

5.11.3 供用時に係る環境保全のための措置、予測及び評価 

（1）環境保全のための措置 

（2）予測 

（3）評価 
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5.11.3 工事中に係る環境保全のための措置、予測及び評価 

(1) 環境保全のための措置 

工事中（既存建築物の解体、計画建築物の建設）の環境保全のための措

置を以下に示します。 

・建設工事に伴い発生する建設副産物については、分別保管を行い、可

能な限り再資源化を図ります。 

・再利用が困難なものについては、「廃棄物の処理及び清掃に関する法

律」に基づき、産業廃棄物処理業の許可を受けた処理業者に委託し、

産業廃棄物管理票（マニフェスト）を交付して適正に処理を行います。 

・アスベストが確認された場合には、「横浜市生活環境の保全等に関す

る条例」に基づき適正に除去を行い、除去後のアスベストについては、

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、産業廃棄物処理業

の許可を受けた処理業者に委託し、産業廃棄物管理票（マニフェスト）

を交付して適正に処理を行います。 

 

(2) 予測 

1) 予測事項 

予測事項を以下に示します。 

(a) 建設発生土及び建設廃棄物の発生量 

2) 予測方法等 

(a) 建設発生土及び建設廃棄物の発生量 

 
 

修正なし 
5.11.3 工事中に係る環境保全のための措置、予測及び評価 

(1) 環境保全のための措置 

工事中（既存建築物の解体、計画建築物の建設）の環境保全のための措

置を以下に示します。 

・建設工事に伴い発生する建設副産物については、分別保管を行い、可

能な限り再資源化を図ります。 

・再利用が困難なものについては、「廃棄物の処理及び清掃に関する法

律」に基づき、産業廃棄物処理業の許可を受けた処理業者に委託し、

産業廃棄物管理票（マニフェスト）を交付して適正に処理を行います。 

・アスベストが確認された場合には、「横浜市生活環境の保全等に関す

る条例」に基づき適正に除去を行い、除去後のアスベストについては、

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、産業廃棄物処理業

の許可を受けた処理業者に委託し、産業廃棄物管理票（マニフェスト）

を交付して適正に処理を行います。 

・建設発生土については、可能な限り土地造成用等に再利用を行います。 

(2) 予測 

1) 予測事項 

予測事項を以下に示します。 

(a) 建設発生土及び建設廃棄物の発生量 

2) 予測方法等 

(a) 建設発生土及び建設廃棄物の発生量 

 



3-66 
 

 

①評価書（平成 19 年） ②比較資料その１（平成 25 年） ③比較資料その２（今回） 

b) 計画建築物の建設による廃棄物発生量 

計画建築物の建設により発生する廃棄物及び建設発生土の量は、事

業計画及び廃棄物発生量原単位から、廃棄物発生量を求めました。原

単位については、「建築系混合廃棄物の組成及び原単位調査報告書」

（平成 11 年 3 月(社)建築業協会・(社)全国産業廃棄物連合会）によ

りました。また処理・処分方法は事業計画、関係法令及び環境保全対

策を踏まえて予測しました。 

 

 

3) 予測結果 

(a) 建設発生土及び建設廃棄物の発生量 

a) 既存建築物の解体による廃棄物発生量 

 

 

b) 計画建築物の建設による廃棄物発生量 

計画建築物の建設工事による廃棄物種類・量の予測結果を表 5.11-

8 に示します。本事業の建設規模は、延床面積約 456,010m2です。こ

れに発生原単位 22kg/m2(10,000m2 以上)を乗じた結果、廃棄物の発生

総量は約 10,032t と予測されます。 

 
表 5.11-8 建築物の建設に伴う廃棄物の発生源単位と 

廃棄物種類・量の予測結果 
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そ
の
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発生源

単位 

(kg/m2) 

22 2.9 10 1.8 0.1 2.6 0.1 2.6 0.7 0.9 0.3 

廃棄物

発生 

予測量 

(t) 

10,032 1,322 4,560 821 46 1,186 46 1,186 319 410 137 

  廃棄物発生量＝原単位×延床面積 456,010m2  

資料：(廃棄物発生原単位)「建設系混合廃棄物の組成及び原単位調査報告書」 

(平成 11 年 (社)建設業協会) 

 

c) 工事（計画建築物の建設）による建設発生土の量 

工事による建設発生土の量は、約 384,000m3と予測されます。 

 

修正なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

3) 予測結果 

(a) 建設発生土及び建設廃棄物の発生量 

a) 既存建築物の解体による廃棄物発生量 

 

 

b) 計画建築物の建設による廃棄物発生量 

計画建築物の建設工事による廃棄物種類・量の予測結果を表 5.11

-8 に示します。本事業の建設規模は、延床面積約 260,540m2 です。

これに発生原単位 22kg/m2(10,000m2以上)を乗じた結果、廃棄物の発

生総量は約 5,732t と予測されます。 

 
表 5.11-8 建築物の建設に伴う廃棄物の発生源単位と 

廃棄物種類・量の予測結果 
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他 

発生源

単位 

(kg/m2) 

22 2.9 10 1.8 0.1 2.6 0.1 2.6 0.7 0.9 0.3 

廃棄物

発生 

予測量 

(t) 

5,732 756 2,605 469 26 677 26 677 182 234 78 

  廃棄物発生量＝原単位×延床面積 260,450m2  

資料：(廃棄物発生原単位)「建設系混合廃棄物の組成及び原単位調査報告書」 

(平成 11 年 (社)建設業協会) 

 

c) 工事（計画建築物の建設）による建設発生土の量 

工事による建設発生土の量は、約 189,000m3と予測されます。 

 

b) 計画建築物の建設による廃棄物発生量 

計画建築物の建設により発生する廃棄物及び建設発生土の量は、事

業計画及び廃棄物発生量原単位から、廃棄物発生量を求めました。原

単位については、「建築系混合廃棄物の組成及び原単位調査報告書」

（平成 11 年 3 月(社)建築業協会・(社)全国産業廃棄物連合会）によ

りました。また処理・処分方法は事業計画、関係法令及び環境保全対

策を踏まえて予測しました。 

予測時点は、工事期間中として、平成 19 年から令和 7 年としまし

た。 

3) 予測結果 

(a) 建設発生土及び建設廃棄物の発生量 

a) 既存建築物の解体による廃棄物発生量 

修正なし 

 

b) 計画建築物の建設による廃棄物発生量 

計画建築物の建設工事による廃棄物種類・量の予測結果を表 5.11-

8 に示します。本事業の建設規模は、延床面積約 271,040m2です。こ

れに発生原単位 22kg/m2(10,000m2 以上)を乗じた結果、廃棄物の発生

総量は約 5,963t と予測されます。 

 
表 5.11-8 建築物の建設に伴う廃棄物の発生源単位と 

廃棄物種類・量の予測結果 
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(kg/m2) 

22 2.9 10 1.8 0.1 2.6 0.1 2.6 0.7 0.9 0.3 

廃棄物

発生 

予測量 

(t) 

5,963 786 2,710 488 27 705 27 705 190 244 81 

  廃棄物発生量＝原単位×延床面積 271,040m2  

資料：(廃棄物発生原単位)「建設系混合廃棄物の組成及び原単位調査報告書」 

(平成 11 年 (社)建設業協会) 

 

c) 工事（計画建築物の建設）による建設発生土の量 

工事による建設発生土の量は、約 215,000m3と予測されます。 

 

注： 

計画建築物の建設による廃棄物発生量及

び建設発生土の量について、評価書では AB

地区全体の計画段階延床面積（暫定値）で算

出しているようなので、評価書における正し

い数値に修正した結果を下記に示します。 
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(3) 評価 

工事中の廃棄物としては、既存建築物の解体から約 49,000t、計画建築

物の建設から約 10,000t の合計約 59,000t の発生が予測されます。また、

建設発生土は約 384,000 m3と予測されます。廃棄物の処理・処分にあた

っては、再利用化を図るなど減量化、資源化を行うとともに、処理を行う

場合は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、産業廃棄物処

理業の許可を受けた処理業者に委託し、産業廃棄物管理票（マニフェスト）

を交付して適正に処理を行います。 

アスベストについては、建築物内の使用状況を確認の上、「横浜市生活

環境の保全等に関する条例」に基づき適正に除去を行い、除去後のアスベ

ストについては、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、産業

廃棄物処理業の許可を受けた処理業者に委託し、産業廃棄物管理票（マニ

フェスト）を交付して適正に処理を行います。 

建設発生土は、受け入れ先の規準に従って、埋め立てへの再利用等、適

切な処分に努めます。 

以上のように廃棄物等の適正な処理・処分が行われることから、環境保

全目標を満足すると評価しました。 

 

修正なし 

(3) 評価 

工事中の廃棄物としては、既存建築物の解体から約 49,000t、計画建築

物の建設から約 6,000t の合計約 55,000t の発生が予測されます。また、

建設発生土は約 189,000 m3と予測されます。廃棄物の処理・処分にあた

っては、再利用化を図るなど減量化、資源化を行うとともに、処理を行う

場合は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、産業廃棄物処

理業の許可を受けた処理業者に委託し、産業廃棄物管理票（マニフェスト）

を交付して適正に処理を行います。 

アスベストについては、建築物内の使用状況を確認の上、「横浜市生活

環境の保全等に関する条例」に基づき適正に除去を行い、除去後のアスベ

ストについては、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、産業

廃棄物処理業の許可を受けた処理業者に委託し、産業廃棄物管理票（マニ

フェスト）を交付して適正に処理を行います。 

建設発生土は、受け入れ先の規準に従って、埋め立てへの再利用等、適

切な処分に努めます。 

以上のように廃棄物等の適正な処理・処分が行われることから、環境保

全目標を満足すると評価しました。 

 

 

(3) 評価 

工事中の廃棄物としては、既存建築物の解体から約 49,000t、計画建築

物の建設から約 6,000t の合計約 55,000t の発生が予測されます。また、

建設発生土は約 215,000 m3と予測されます。廃棄物の処理・処分にあた

っては、再利用化を図るなど減量化、資源化を行うとともに、処理を行う

場合は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、産業廃棄物処

理業の許可を受けた処理業者に委託し、産業廃棄物管理票（マニフェスト）

を交付して適正に処理を行います。なお、A-3 地区及び A-4 地区では、建

設発生土については、全量場外搬出を行い、可能な限り他事業の土地造成

用等に再利用しました。 

アスベストについては、建築物内の使用状況を確認の上、「横浜市生活

環境の保全等に関する条例」に基づき適正に除去を行い、除去後のアスベ

ストについては、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、産業

廃棄物処理業の許可を受けた処理業者に委託し、産業廃棄物管理票（マニ

フェスト）を交付して適正に処理を行います。 

建設発生土は、受け入れ先の規準に従って、埋め立てへの再利用等、適

切な処分に努めます。 

以上のように廃棄物等の適正な処理・処分が行われることから、環境保

全目標とした、工事によって発生する廃棄物・建設発生土の適正な処理・

処分が行われることを満足すると評価しました。 

 

注： 

計画建築物の建設による廃棄物発生量及

び建設発生土の量について、評価書では AB

地区全体の計画段階延床面積（暫定値）で算

出しているようなので、評価書における正し

い数値に修正した結果を上記に示します。 
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5.11.4 供用時に係る環境保全のための措置、予測及び評価 

(1) 環境保全のための措置 

供用時の環境保全のための措置を以下に示します。 

・廃棄物等については、横浜市一般廃棄物処理基本計画（横浜 G30 プラ

ン）で定められている事業者の G30 行動に基づき、ごみの発生抑制（R

educe・リデュース）、再利用・再使用（Reuse・リユース）、リサイ

クル（Recycle）及び減量化に努めるとともに、適正な処理処分を行い

ます。 

(2) 予測 

1) 予測事項 

予測事項を以下に示します。 

(a) 計画建築物からの廃棄物の発生量 

2) 予測方法等 

(a) 計画建築物からの廃棄物の発生量 

供用時に発生する廃棄物量については、廃棄物保管・処理計画の内

容等から推定しました。 

共同住宅から発生する廃棄物の原単位は、平成 17 年度の一般廃棄

物の収集搬入量（家庭系）814,028t と、横浜市の平成 17 年 10 月 1 日

人口  3,579,628 人（総務省 国勢調査結果）から求めました。 

一般廃棄物の収集搬入量（家庭系）814,028t÷人口 3,579,628 人 

≒227kg/人年≒0.62kg/人日 

商業施設の原単位は、横浜市「事業用大規模建築物における廃棄物

の保管場所及び再生利用等の対象となる廃棄物保管場所の設置に関

する指導基準」（平成 12 年 6 月改正）によりました。 

 

修正なし 
5.11.4 供用時に係る環境保全のための措置、予測及び評価 

(1) 環境保全のための措置 

供用時の環境保全のための措置を以下に示します。 

・廃棄物等については、横浜市一般廃棄物処理基本計画（ヨコハマ３Ｒ

夢（スリム）プラン）で定められている市民・事業者の役割に基づき、

ごみの分別・リサイクル、リデュース、リユースを進めます。 

 

(2) 予測 

1) 予測事項 

予測事項を以下に示します。 

(a) 計画建築物からの廃棄物の発生量 

2) 予測方法等 

(a) 計画建築物からの廃棄物の発生量 

供用時（令和 7年）に発生する廃棄物量については、廃棄物保管・

処理計画の内容等から推定しました。 

共同住宅から発生する廃棄物の原単位は、平成 17 年度の一般廃棄

物の収集搬入量（家庭系）814,028t と、横浜市の平成 17 年 10 月 1 日

人口  3,579,628 人（総務省 国勢調査結果）から求めました。 

一般廃棄物の収集搬入量（家庭系）814,028t÷人口 3,579,628 人 

≒227kg/人年≒0.62kg/人日 

商業施設の原単位は、横浜市「事業用大規模建築物における廃棄物

の保管場所及び再生利用等の対象となる廃棄物保管場所の設置に関

する指導基準」（平成 12 年 6 月改正）によりました。 
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3) 予測結果 

(a) 計画建築物からの廃棄物の発生量 

供用時に計画建築物から発生する廃棄物の予測数量を表 5.11-9 に

示します。最大で日約 9,852kg の廃棄物が発生すると予測されます。 

 

表 5.11-9 計画建築物からの廃棄物発生量の予測 

本事業の計画施設・規模 
原単位 

（kg/人日） 
1 日発生量 
（kg/日） 

共同住宅 1,250 戸 
計画人口  

2,500 人 
0.62kg/人日 約 1,550kg/日 

宿泊施設（ホテル） 29,790m2 0.09kg/m2日 約 2,681kg/日 

商業施設 21,410m2 0.15kg/m2日 約 3,212kg/日 

業務施設 28,560m2 0.04kg/m2日 約 1,142kg/日 

文化施設 6,920m2 0.15kg/m2日 約 1,038kg/日 

駐車場 45,860m2 0.005kg/m2日 約 229kg/日 

合計 約 9,852kg/日 

注）原単位について：共同住宅は一般廃棄物の収集搬入量（家庭系）から人口 1人当りを

求めました。その他は横浜市「事業用大規模建築物における廃棄物の保管場所及び再

生利用等の対象となる廃棄物保管場所の設置に関する指導基準」（平成 12 年 6 月改

正）を引用しました。 

 

(3) 評価 

廃棄物保管場所の設置については、「事業用大規模建築物における廃棄

物の保管場所及び再利用の対象となる廃棄物保管場所の設置に関する指

導基準」及び「共同住宅等のごみ置場設置基準」等の基準に基づき適切に

行います。廃棄物等については、横浜市一般廃棄物処理基本計画（横浜 G30

プラン）で定められている事業者の G30 行動に基づき、ごみの発生抑制

（Reduce・リデュース）、再利用・再使用（Reuse・リユース）、リサイ

クル（Recycle）及び減量化に努めるとともに、適正な処理処分を行いま

す。 

以上のことから、環境保全目標を満足すると評価しました。 

 

修正なし 
3) 予測結果 

(a) 計画建築物からの廃棄物の発生量 

供用時に計画建築物から発生する廃棄物の予測数量を表 5.11-9 に

示します。最大で日約 9,990kg の廃棄物が発生すると予測されます。 

 

表 5.11-9 計画建築物からの廃棄物発生量の予測 

本事業の計画施設・規模 原単位 1 日発生量 

共同住宅 1,605 戸 
計画人口  

3,210 人 
0.62kg/人日 約 1,990kg/日 

宿泊施設 47,290m2 0.09kg/m2日 約 4,256kg/日 

商業施設 
（結婚式場を含む） 

14,010m2 0.15kg/m2日 約 2,102kg/日 

業務施設 19,700m2 0.04kg/m2日 約 788kg/日 

文化施設 4,800m2 0.15kg/m2日 約 720kg/日 

駐車場 26,860m2 0.005kg/m2日 約 134kg/日 

合計 約 9,990kg/日 

注）原単位について：共同住宅は一般廃棄物の収集搬入量（家庭系）から人口 1人当りを

求めました。その他は横浜市「事業用大規模建築物における廃棄物の保管場所及び再

生利用等の対象となる廃棄物保管場所の設置に関する指導基準」（平成 12 年 6 月改

正）を引用しました。 

 

(3) 評価 

廃棄物保管場所の設置については、「事業用大規模建築物における廃棄

物の保管場所及び再利用の対象となる廃棄物保管場所の設置に関する指

導基準」及び「共同住宅等のごみ置場設置基準」等の基準に基づき適切に

行います。廃棄物等については、横浜市一般廃棄物処理基本計画（ヨコハ

マ３Ｒ夢（スリム）プラン）で定められている市民・事業者の役割に基づ

き、ごみの分別・リサイクル、リデュース、リユースを進めます。 

以上のことから、環境保全目標とした「施設の供用により発生する廃棄

物の適正な処理・処分が行われること」を満足すると評価しました。 
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